
プロフィール

齋藤 徳美（さいとう とくみ）

岩手大学理事(地域連携担当）・副学長
全国的にも知られるようになった産学官連
携組織である岩手ネットワークシステム（ＩＮ
Ｓ）の創設に携わり、長く運営委員長を勤め
る。法人化と共に、岩手大学の地域貢献の
戦略的拠点である「地域連携推進センター
」を統括。岩手県総合計画の起草、岩手
山防災、国内最大産廃対応などで培った、
行政・産業界・報道機関・地域住民等との
人脈をフルに活用して、大学を核にした新た
な地域連携体制の構築を目指す。



岩手大学の産学官連携手法

産業界

・スタッフ ：819名（うち教員434名）

・学 生 ：5,365名 ・大学院生：879名
・予算(H15)：128億円（うち外部研究資金10億円）

国、地方自治体他大学・研究機関

岩 手 大 学

ＩＥＮ
（岩手県教育研究ネット
ワーク）
・３１研究会、教職員
大学教員が参加

ＡＦＲ
（岩手農林研究協議会）
・会員数２３０名
・２９の研究会

ＩＮＳ
（岩手ネットワークシステム）
・会員数１０３０名
・３６の研究会

産学官民交流組織



地域連携推進センターの設置
岩手大学地域連携推進センターは、①大学教育研究の進展への寄与、②知
的資産の産業界や住民への還元、③地域振興と住民の生涯学習への貢献、
④知的創造サイクルの確立、を目的として平成１６年４月に設置

改 組
地域共同研究センター

インキュベーション施設

知的財産本部機能

地域連携担当理事・副学長

地域連携推進センター

企画管理部門

リエゾン部門

知的財産移転部門

機器活用部門

生涯学習・知的資産活用部門

生涯学習教育研究センター

機器分析セ ン タ ー

【スタッフ】

・教 員 ８名

・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ ８名

・共同研究員 ５名

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｽﾀｯﾌ10名

・客員教授 12名

・職 員 １２名

計 55名
地域司法部門



知的創造サイクルの確立に向けて

創生

保護

活用

ロードマップに

基づくマネジメント

知財の権利化

基礎的研究の推進

戦略的な研究開発

ニーズ

技術移転

新事業の創出

地域振興

他大学との連携

利益相反マネジメント

・融合研究・教育プロジェクト

・研究事業のマネジ
メント

・他大学との共同研究

・県内５大学連携による知的財産活用の推進

・知的財産本部整備
事業

・ＵＵＲＲプロジェクト

・リエゾンーＩ

・融合化ものづくり研究開発センター構想

・自己革新型ものづくり企業群創生プロジェクト構想

（経済産業省東北経済産業局と連携して具体化を推進）



新たな地域連携体制へのステージアップ
岩手の“大地”と“ひと”と共に

岩
手
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

岩
手
農
林
研
究
協
議
会

岩
手
教
育
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

“ひ
と
”の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

企
業
と
の
共
同
研
究

地
域
連
携
特
別

支
援
事
業

岩
大
・岩
銀
・

政
策
投
資
銀

リ
エ
ゾ
ン
Ｉ

ア
ル
プ
ス
電
気
㈱

包
括
協
定

知
財
本
部

整
備
事
業

県
内
８
市
と
の

相
互
友
好
協
定

共
同
研
究

寄
付
・
研
究
施
設

（
北
上
市
）

経 済 界

岩手県、県内自治体58市町村

岩手大学

国
際
協
力

10
大
学
26
学
部
間
の

友
好
協
定

Ｕ
Ｕ
Ｒ
Ｒ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

岩
手
の
大
地
と
ひ
と

【
地
域
】

岩手5大学【岩手大学】・公設試験場・高専

“組
織
”の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク



自己革新型ものづくり企業群創生プロジェクト構想

国・地域産官

融合化ものづくり研究開発センター

も
の
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り
企
業

・技術指導者の提供

・若手技術者の派遣

・インターンシップの
受け入れ

・人材・新技術の提供

・基盤技術（金型・鋳造技術）に焦点
・産学官連携による技術ロードマップの作成
【人材育成】

・鋳造、金型技術分野等の「ものづくり大学院
専攻コース」等
・企業ニーズを反映したカリキュラム
・長期のインターンシップの実施

【技術開発】
超精密金型、高性能・複合部材、マイクロメカ
ニズムの開発 等

求められる技術、
人材の調査

高度技術者の育成

ものづくり支援の新たな支援政策の導入・連携


